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平成２６年度 事業報告 
 

Ⅰ 主要な取組み 

第２期中期計画期間の２年目として、初年度に行った取組みをさらに推し進め、一定の実

績をあげるとともに、より一層の目標達成に向け、新たな取組みにも着手した。教育、研究、

地域貢献、国際交流等のそれぞれの分野で取り組んだ主な事項は以下のとおりである。 

 

 

１ 教育 

[教育の内容に関する事項] 

・ 新入生を対象に、福井の魅力を伝える授業「福井を学ぶ」を開講し、福井の自然、社

会、経済、文化などの特性を幅広く講義し、福井の地で学び研究していくための基礎

知識を習得した。さらに、27 年度のカリキュラムでは、地域志向科目を集めた新たな

科目群「福井と地域社会」を設定し、選択必修科目とした。 

・ 企業の現場から学ぶ機会を拡充するため、経済学部において、特別企画講座「『福井

経営モデル』によるモノづくり・ヒトづくり」を開講し、企業や地域が抱える課題に

経営者がどのように挑戦しているのかについて連続講義を実施した。 

・ 英語力の向上に向けて、一般教育科目において、ネイティブの講師が英語で行う「異

文化理解」を開講したほか、経済学部において、外国人特命教員による専門科目「ビ

ジネス英語」の開講準備を整えた。 

 

 [学生への支援に関する事項] 

・ 就職支援について、県内企業との個別就職面接会、卒業生による企業説明会の開催を

増やしたほか、インターンシップ受入先等の情報を学生に周知し、インターンシップ

への参加を促した。また、新たに、1、2年次を対象とするプレインターンシップに参

加した。 

・ 企業や経済団体が実施する海外視察研修に学生が参加した。 

・ 外国人留学生のためのサポートコーナーを設置し、学生スタッフが、生活面・学業面

の相談に応じたほか、キャンパスソーシャルワーカーを設置し、学生や教員等の相談

に対応した。 

・  

２ 研究 

・ 恐竜学研究所において、新たに 4科目の講義（構造地質学、地圏環境学、海洋地質学、

哺乳類進化学）を開講するとともに、他大学から研究指導学生を受け入れた。 

・ 生物資源学部の研究グループが、農業資材メーカーと共同で、カニ殻から抽出される

キチン・キトサンのオリゴ糖を原料とした植物活力剤を開発するなど、県内企業等と

の共同研究を進めた。 
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・ 生物資源学部の教員が、新たなバイオプラスチックの創製や医薬分野への応用に繋が

ることが期待される「微生物が生産するホモポリアミノ酸の生合成メカニズムの解明」

に関する研究で、県内の大学や研究機関では初となる日本学術振興会賞を受賞した。 

 

３ 地域貢献・国際交流 

 [地域貢献に関する事項] 

・ 地域経済研究所が、台湾とタイの要人等を招へいした「アジア経済講座」や国内の専

門家による「アジア経済フォーラム」を開催し、県内企業に情報提供を行うとともに、

福井商工会議所および鯖江商工会議所と共催でアジア塾を開催し、海外視察等ミッシ

ョンを実施した。 

・ 県内志願者を確保するために、看護学科において、27 年度入試で地元受入れ枠を拡大

した。 

 

 [国際交流に関する事項] 

・ 海外留学促進説明会の開催、ゼミ等の海外活動への支援を実施したことなどにより、

海外派遣学生数が 100 名と、前年度の 76名を上回った。 

・ 新たに、ハノイ貿易大学（ベトナム）、ホーチミン市国家大学（同）、台中科技大学（台

湾）からの学生の受入れを決定した。 

・ 留学生の受入れや派遣について専門的に相談や指導を担当する特命教員を採用した。 

 

４ 業務・財務運営 

・ 特命教員設置規程を制定し、国際交流等を担当する外国人の教員および人口減少問題

関係の調査・分析等を担当する教員を採用した。 

 

 

Ⅱ 主な業務実績指標の状況 

・ 一般選抜志願倍率（27 年度入学）   6.3 倍（公立大学平均 6.3 倍） 

・ 就職内定率（26 年度卒業）       98.2％（全国大学平均 96.7％） 

・ 科学研究費補助金           40 件（新規 15件、継続 25 件）49,000 千円 

・ 受託研究費・共同研究費・奨学寄付金   52 件 102,656 千円 

・ 公開講座                 72 講座 198 コマ 延べ受講者数 3,297 人 

・ 海外への留学生派遣人数         100 人（長期 6人、短期 94 人） 
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（収入の部） 〔単位：円〕

当初予算額（A） 決算額（B） 差異（B）-（A） 備　考

運営費交付金 2,277,047,000 2,277,047,000 0

施設整備費等補助金等 49,080,000 18,288,326 △ 30,791,674

授業料、入学料および入学検定料収入 988,814,000 1,025,440,125 36,626,125

雑収入 70,643,000 68,287,573 △ 2,355,427

60,762,000 103,731,612 42,969,612

目的積立金取崩 197,710,000 118,162,800 △ 79,547,200

3,644,056,000 3,610,957,436 △ 33,098,564

（支出の部）

当初予算額（A） 決算額（B） 差異（A）-（B） 備　考

814,967,000 806,103,433 8,863,567

740,775,000 652,584,226 88,190,774

人件費 1,978,472,000 1,918,980,087 59,491,913

施設整備費等 49,080,000 18,288,326 30,791,674

60,762,000 95,646,363 △ 34,884,363

3,644,056,000 3,491,602,435 152,453,565

0 119,355,001 119,355,001

決　算　報　告　書　

区　　　　　　分

収　　支　　差　　額

収　　入　　合　　計

支　　出　　合　　計

受託研究等研究収入および寄附金収入等

受託研究等研究経費および寄附金事業費等

一般管理費

教育研究経費

区　　　　　　分
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[単位：円]
資産の部
Ⅰ　固定資産

１　有形固定資産
土地 4,964,863,000
建物 3,984,714,154

減価償却累計額 ▲ 1,298,464,399 2,686,249,755
構築物 128,759,690

減価償却累計額 ▲ 111,359,404 17,400,286
機械装置 157,847,187

減価償却累計額 ▲ 56,349,674 101,497,513
工具器具備品 1,496,896,102

減価償却累計額 ▲ 958,578,540 538,317,562
図書 1,918,292,181
美術品・収蔵品 11,050,000
船舶 13,141,275

減価償却累計額 ▲ 2,035,801 11,105,474
車両運搬具 14,881,452

減価償却累計額 ▲ 10,606,934 4,274,518
有形固定資産合計 10,253,050,289

２　無形固定資産
特許権 9,565,613
ソフトウェア 163,094,642
電話加入権 1,398,600
その他の無形固定資産 182,013

無形固定資産合計 174,240,868

３　投資その他の資産
リサイクル預託金 86,480

投資その他の資産合計 86,480
固定資産合計 10,427,377,637

Ⅱ　流動資産
現金および預金 1,297,043,698
未収入金 18,968,550
たな卸資産 1,720,477
前払費用 3,316,307
その他の流動資産 42,000

流動資産合計 1,321,091,032
資産合計 11,748,468,669

負債の部
Ⅰ　固定負債

資産見返負債
750,805,790

資産見返補助金等 151,509,119
資産見返寄附金 90,654,139

5,293,228

資産見返物品受贈額 1,592,241,000 2,590,503,276
長期リース債務 218,731,627

固定負債合計 2,809,234,903

Ⅱ　流動負債
運営費交付金債務 92,680,877
預り補助金等 47,309
寄附金債務 55,729,062
前受受託研究費等 10,757,072
預り科学研究費補助金等 17,022,302
預り金 15,501,210
未払金 425,569,717
短期リース債務 85,587,460
未払消費税等 611,700

流動負債合計 703,506,709
　 負債合計 3,512,741,612

純資産の部
Ⅰ　資本金

地方公共団体出資金 8,508,312,000
資本金合計 8,508,312,000

Ⅱ　資本剰余金
資本剰余金 397,732,933
損益外減価償却累計額 ▲ 1,267,700,003

資本剰余金合計 ▲ 869,967,070
Ⅲ　利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 360,933,071
教育研究等環境改善積立金 161,187,311
当期未処分利益 75,261,745
（うち当期総利益　　 75,261,745）

利益剰余金合計 597,382,127
純資産合計 8,235,727,057
　負債純資産合計 11,748,468,669

特許権仮勘定見返運営費
交付金等

貸　借　対　照　表
(平成２７年３月３１日）

資産見返運営費交付金等
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[単位：円]

経常費用

業務費

教育経費 283,811,054

研究経費 507,071,543

教育研究支援経費 312,181,254

受託研究費 82,680,537

受託事業費 358,158

役員人件費 58,796,721

教員人件費 1,667,468,597

職員人件費 387,219,602 3,299,587,466

一般管理費 330,431,042

財務費用

支払利息 7,094,475

　経常費用合計 3,637,112,983

経常収益

運営費交付金収益 2,477,501,785

授業料収益 754,140,858

入学金収益 107,526,600

検定料収益 35,649,800

受託研究等収益

国または地方公共団体 4,475,553

その他の団体 78,204,986 82,680,539

受託事業等収益

国または地方公共団体 358,158 358,158

補助金等収益 8,568,326

寄附金収益 8,768,723

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金等戻入 115,237,958

資産見返補助金等戻入 24,073,038

資産見返寄附金戻入 12,586,725

資産見返物品受贈額戻入 9,693,845 161,591,566

財務収益

受取利息 1,078,749 1,078,749

雑益

財産貸付料収入 37,608,187

講習料収入 222,000

物品等売払収入 316,790

科学研究費補助金等間接経費 17,339,133

その他 11,722,714 67,208,824

　経常収益合計 3,705,073,928

経常利益 67,960,945

当期純利益 67,960,945

目的積立金取崩額 7,300,800

当期総利益 75,261,745

損　益　計　算　書
（平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日）

-5-



Ⅰ 当期未処分利益 75,261,745

当期総利益 75,261,745

Ⅱ 利益処分額

地方独立行政法人法第４０条第３項により
設立団体の長の承認を受けた額

教育研究等環境改善積立金 75,261,745 75,261,745

利益の処分に関する書類

[単位：円]

-6-



-7-


